
















































































































































































































































































































































































































































1958 一！20 一5．49． 2L93 一1．7Q 7G．95
1959 1．33 6．08 21．83 232 57．27
1960 2．78 lL98 23．21 6．70 41．49
1961 3．51 ！4．97 23．41 8．69 4G．32
1962 一〇．46 一4．17 11．07 6．26 一7．38
1963 3．99 16．09 24．77 11．55 34．51
！964 L17 4．16 28．22 5．08 23．12
1965 1．31 3．84 34．16 7．70 17．04
1966 2．24 8．67 25．84 7．54 29．71
1967 4．53 21．！5 21．40 822 55．08
1968 4．14 18．05 22．96 9．64 42．96
1969 5．19 23．52 22．07 ユ0．71 48．46
1970 0．64 0．47 136．00 7．90 8．06
1971 4．5！ 19．34 23．31 ！！．OI 40．95
1972 ！．36 4．66 29．14 6．19 21．92
1973 2．34 6．40 36．59 13．99 16．74
1974 一L56 一 12．32 12．71 2！．70 一7．211975 3．68 12．49 29．44 15．32 24．01
1976 2．08 6．11 34．02 11．56 17．98
1977 2．40 8．19 29．30 10．48 22．90
1978 1．73 6．68 25．95 6．01 28．87
1979 G．46 0．88 52．18 4．17 10．96
1980 1．95 6．22 31．32 9．73 20．04
1981 一1．00 一5．97 16．74 3．81 一26．24
1982 一1．14 一6．06 18．76 1．70 一66．68
1983 0．35 LO5 33．5ユ 2．16 16．29
1984 0．37 0．97 38．25 2．67 13．92
1985 0．68 2．51 26．99 2．72 24．89
1986 一〇．44 一2，26 19．39 0．16　　　一272．56
1987 一〇．72 一3．40 21．04 一〇．62 ！16．14
1988 L56 7．31 21．30 2．35 6623
！989 一〇．41 一2．61 15．72 1．76 一23．31
1990 0．53 1．42 37．59 3．72 14．37
1991 一1．04 一5．76 18．U 2．23 一46．84
1992 一〇．38 一2．34 16．30 L34 一28．54
期間平均
1958～92 1．35 4．78 28．22 6．38 21．13
1958～74 2．20 8．56 25．68 8．48 25．93
1975～92 0．74 L94 38．01 5．1！ 14．46
1963～73 2．86 11．49 24．87 9．05 31．56








期間 生産性変化率 定　数　項 ? SER 一R2 DW
1958～920．212132＊＊＊
i59．8901）
0．298280＊＊＊
i2．46907）
0．739988＊＊＊
i6．50678）
0．199342 0．9905482．00292
ユ958～740．207513＊＊＊
i39．4122）
0．434898＊＊＊
i2．83083）
0．648431＊＊
i2．57238）
0．2419560．989646 2．03359
王975～920．227065＊＊＊
i33．1105）
0．351749＊＊
i1，90542）
0．833799＊＊＊
i5．79602）
0．1616150．985870ユ．84797
注）カヅコ内の数値はt値であり，係数の右肩の＊＊＊は信頼水準が99％，＊＊は信頼水準
　が95％であることを示す。なお推定法VUt　ARIであり，ρは自己相関係数である。
産性上昇率の低下であるといえよう。
　実際，「がんばり度」を被説明変数，生産性変化率を説明変数どした回帰分
析（表3）によれぽ，事後的な「がんばり度」はほぼ生産性変化率によって
説明できる。さらに生産性変化率の係数は，第1次石油ショック以前よりも
以後の方が大きくなっていることから，「がんばり度」は生産性の変化率に
より敏感に反応するようになったといえる。
皿　フォード主義的レギュラシオンから協調的レギュラシオ
　　ンへ
　以上の分析からフォード主義的賃金決定様式に対するTMJ社の賃金決定
様式の特長をまとめておこう。
　まず，フォード主義的賃金決定モデルを戦後のアメ・リカ自動車産業におけ
る賃金決定様式と考えれば，賃金上昇率は物価上昇率プラス3％であり，こ
の3％は生産性上昇率の賃金への配分と考えられる。一方，TMJ社の賃金
決定においては，賃金上昇率は物価上昇率プラス「がんぼり度」であり，こ
の「がんばり度」の実体は労働生産性であると考えてよい。
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　この点から見れば，1974年までは「がんばり度」評価の平均値は2．11％
（生産性上昇率の26．06％）であって，フォード主義的賃金よりも生産性の分
配が1％小さいといえる。しかしTMJ社が量産体制を整えた高成長期の
1963～73年の平均値で見れば，生産性上昇率の分配率は下がっている
（24．87％）が，「がんばり度」は2．86％と高く，フォード主義的な生産性上
昇率の分配（生産性がどのようであれ3％）に比べて不公正というほどのレ
ベルではない。よって結果だけを見れば，石油ショヅク以前のTMJ社の賃
金決定はフォード主義的であるといえる。
　これに対して，石油ショック以後の1975～92年の「がんばり度」は0．59％
と低いが，生産性分配率は41．93％と高くなっている。したがって「がんばり
度」評価の低さは，もっぱら生産性上昇率の低下（表2）によって説明でき
るであろう。さらに1980～92年のみを見れば，「がんばり度」は0．02％，生産
性上昇率は一〇．69％である。したがって，80年代には生産性の平均上昇率が
マイナスであるのにもかかわらず，ゼロに近いとはいえ平均してプラスの
「がんばり度」評価が与えられ，労働者に有利な賃金決定がなされてきたよ
うに思われる。もっとも，13年間の「がんばり度」の平均が0．02％というこ
とは，実質賃金が13年間で約0．26％しか上昇しないということである。80年
代を通じて実質賃金の上昇は凍結されたのであり，年々変動するとはいえ平
均的には賃金上昇率はほぼ物価上昇率に等しい。
　このような80年差から90年代初頭にかけての賃金決定様式をどのように性
格づけることができようか。TMJ社は少なくとも，新自由主義的な競争的
賃金決定を取り入れたわけではない。なぜなら，「がんばり度」評価は生産性
変化率との相関関係が強いが，利潤率（売上高に対する営業利益率，税引前
利益率，純利益率）には反応せず（分析表は省く），企業収益の変動を直接反
映させた賃金決定様式にはなっていない。また，平均的に，物価上昇率より
も若干高い賃金上昇率が維持され，実質賃金水準を維持または微増してい
る。それどころか，生産性上昇率がマイナスであるにもかかわらず，ゼPに
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近いとはいえフ．ラスの「がんばり度」評価が与えられている。市場の停滞，
輸出自主規制，円高，バブル経済とバブル崩壊後の長期不況という長期的構
造不況のもとでは，労使協調を重視した温情的な賃金決定であると考えられ
よう。さらに現実の平均賃金および賃上げ額には平均勤続年数の上昇分が
入っているために，実質賃金が上． ｸしている。賃上げに対する労組側の満足
感はここから説明できる。しかしそれは平均勤続年数の上昇を原因とした錯
覚であった。平均勤続年数の上昇分を控除すれば，実質賃金水準は1980～
92年の13年間，ほとんど上昇していない。
　とはいえ，この期間のTMJ社の利益は，1台当り利益で見れば，製品の
グレニドアップ（多様化，高品質化，高付加価値化）により，名目価格ベー
スでも実質価格ベースでも上昇傾向にある（1986～87年と1991～92年の落ち
込みが目立つが）。また売上高純利益率は1986～87年とユ991～92年には4％
を切っているが，80年代は全体傾向として4％以上であり，経営が悪化した
とは言えない。このような視点から見れば，80年代の「がんばり度」評価は
低すぎたといえよう。実際，製造原価に占める労務費の割合は，1971年の
6．4％に対して1991年に6．2％，1992年に5，8％とやや低下している。した
がって，TMJ社の経営状態からすれば，もっと高い「がんばり度」評価が
可能であったはずである。
　もっとも，春季賃金交渉の業界リーダーである同社の賃金交渉はトップ・
マネージメントや労組の発言に現われるように，労使共に自社の支払能力の
みではなく，業界他社の支払能力をも強く意識している。よって物的労働生
産性の低下のみではなく，このような業界内および労使間の協調的レギュラ
シオン様式が「がんばり度」評価の低さに現われ，結果として実質賃金の停
滞が生まれたのだと考えられる。TMJ社が業界のリーダーであるだけに，
そしてまた内需の拡大のためにも，より高い「がんばり度」評価をすべきで
はなかったか。80年代末の組合員意識調査は仕事の割には賃金が低いという
意識を持っている組合員が多いことを明かにしたが，その背景として，80年
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代の実質賃金の停滞があるのである。
　われわれはこの80年代のTMJ社に見られるような賃金決定様式を，当該
企業の内部事情のみによって決定されていないことから，協調的レギュラシ
オン様式と呼んでおく。それは業界内の協調と労使間協調を重視する賃金決
定様式であり，このような賃金決定様式においては，リーダー企業の収益率
が高いのにもかかわらず，また購買力は維持され従業員の一定の利益擁護が
なされているが，利益配分が不十分なために実質賃金は停滞し，購買力の成
長も抑制されることになる。
　このような賃金決定様式がマクPtの賃金決定様式を支配していたとすれ
ば，一方で，それが安定低成長と市場の停滞によって引き起こされたとして
も，他方で，このような賃金決定様式によって総需要が抑制され，低成長が
長期化するという悪循環を生みだしたにちがいない。
?
論
　最後に結論として，TMJ社の賃金制度と賃金決定様式の特長をまとめて
おこう。
（1）制度的には，TMJ社の賃金は基本給と生産手当という個人的インセ
　ンティブ装置と集団的インセンティブ装置を備えている。短期的な賃金
　変動要因は，生産手当支給率（能率）と残業時間であるが，決定的に重
　要なものは生産手当支給率である。この生産手当制度は生産手当支給率
　を高めるために，能率向上のための係問競争を刺激する。他方，長期的
　な賃金変動要因は基本給であり，基本給の昇給は査定によって差別化さ
　れることから，昇格・昇給を巡る個人間競争が刺激される。しかも，こ
　のインセンティブの方向は，生産量や狭い意味での仕事ばかりでなく，
　工程改善，作業改善，原価改善といった改善活動による能率向上に向け
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　られている。この能率給はTMJ社の生産システム構築に一役買ってき
　たのである。
（2）勤続年数を調整した実質賃金の趨勢は1980年頃まで上昇した後，
　1890年代初頭まで停滞している。現実の実質賃金水準の上昇は，平均勤
　続年数の上昇による錯覚であった。TMJ社の春季賃上げ率は，物価上
　昇率プラス「がんばり度」であるが，「がんばり度」は生産性上昇率の労
　働者への分配分と考えられる。この制度は第1次石油ショックまではう
　まく機能し，労働者の実質賃金水準の向上に貢献した。その結果，同社
　が量産体制を整えた高成長期には，賃上げ率は物価上昇率プラス3％と
　いうフォード主義に近い賃金決定様式であった。しかし石油ショック以
　後，とくに80年代からは，生産性の低下と協調的レギュラシオンを背景
　として，「がんばり度」評価はほぼゼロに等しく，このことが原因で
　1980～92年の実質賃金水準の停滞が生じた。
　以上のようなTMJ社に固有の賃金制度をトヨティズム的賃金制度である
と考えるとすると，賃金制度は同一であるが，量的な賃金決定様式自体が歴
史的に変化しており，同一の賃金制度のもとで異なった二つの決定様式を持
つことになる。しかも，いずれの時期も：賃金制度および賃金決定について，
プレ・フォード主義（したがって賃金決定様式で言えば古典的な競争賃金）
とは形容できない。量的賃金決定様式をみれば，石油ショック以前はフォー
ド主義的賃金決定に近いものであり，フォード主義が破産した石油ショック
以後に独自の賃金決定様式が出現した。しかもそれは，西欧で観察される新
自由主義への回帰ではなく，業界内・労使間協調を重視し，従業員の利益を
一定程度保証しつつも，賃金抑制を行なう「協調的レギュラシオン」であ
る。
　とはいえわたしは石油ショック以前のTMJ社の労働者の生活が豊かで
あったというつもりはない。彼らの生活に余裕がでてきたのは70年代の後半
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になってからである。それは，60年代後半から70年代にかけての実質賃金の
上昇があって初めて可能であった。50年争議を経験し，その後に同社の発展
を支え80年代の中頃に定年退職した元職制は，「今になって思えば，われわ
れがTMJ社を作ってきたのだから，会社はわれわれをもっと大事にしてく
れてもよかった」と感想を述べていた。他方，80年代は，本稿の推定では実
質賃金の上昇が見られないが，同社の労働者の生活は比較的裕福であった。
しかしそれは，本稿の推定が正しければ平均勤続年数の上昇による年功部分
の増加と残業手当に多くを負うと考えられる。90年代に入って，TMJ社で
も労働時間の短縮が急速に進められているが，それによって残業手当がなく
なることから，労働者から労働時間短縮に対する不満が聞こえた。これに対
して，TMJ労組が労働時間短縮の意義（自由時間の拡大）を唱えて組合員
を説得したのは正当であると思うが，それによって生活水準が低下する点は
どう考えるのか。わたしは80年代の実質賃金水準の停滞を考慮したとき，
1993年4月の基準賃金内の配分様式と計算法の変更（この点については野村
〔1993〕を見よ）を越えて，従来の残業手当のウエイトを考慮した基準賃金
枠の拡大，とくに基本給部分の増加を実現し，残業がなくとも安定した生活
が送れるような賃金体系にすべきだと考えるものである。「ゆとりある生活」
は，労働時間短縮と基準賃金枠の拡大を必要にするように思われる。
［データとその問題点コ
（1）組合員データ
　TMJ労組組合員の平均賃金，平均勤続年数は1985年まではTMJ労組
　40年史，1985年以降はJ総連提供資料による。TMJ労組40年史にみら
　れる平均賃金はJ総連提供資料と比較したとき，月額平均賃金ではなく
　基準内賃金であると思われる。ただし，両資料間ではデータの採続問題
　がある。」総連提供資料による春闘妥結額と賃上げ率より前年度の「基
　礎賃金」を計算すると，1984～85年のTMJ労組40年史の平均賃金につ
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　いて100円強の誤差が生じる。賃上げ率が小数以下第2位までの概数で
　表わされていることを考慮すれば，この程度の誤差は無視できると考え
　た。また，勤続年数については，！986～87年のデータが欠落している
　が，トレンドから推定した値を使った。なお，r有価証券報告書』の平均
　賃金と平均勤続年数は固定月給制の課長以上を含む全従業員のものであ
　り，その分だけ値が大きくなっている。
（2）従業員数，生産台数，売上高，営業利益，税引前利益，純利益，製造
　原価に占める労務費の割合はTMJ社50年史資料とr有価証券報告書』
　による。生産性は生産台数を従業員数で割ったものであるが、この値は
　正確な労働生産性を表現していない。なぜなら，TMJ社は生産量の
　40％強をグループ他社に委託しているからである。したがって，本稿で
　使用した生産性はむしろ従業員一人当り販売台数である。なお，1982年
　にTMJ社は販売会社と合併したが，それによって従業員数，生産台
’数，売上高，営業利益，税引前利益，純利益等に影響がでるため，
　1982年以前もTMJ社と販売会社を一体のものとして，両者のデータを
　加えたデータを使った。
（3）実質賃金，実質価格は消費者物価指数でデフレートした値である。
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